環境研究会　2007年1月26日　討議内容覚え

テーマ　「学会による環境格付の在り方について」

１．サステナブル経営格付に関するこれまでの課題提起

　環境経営学会によるサステナブル経営格付に関し、前回までの議論の中で、以下の課題が提起されていた。

　　＜サステナブル経営格付に関する課題の認識＞

1 環境分野の評価点の総平均（約84点）が高すぎる。
2 定性的設問でなく定量的設問を増やす必要性がある。
3 当格付の狙いは、企業の継続性（ゴーイング・コンサーン）を示すのか、人間社会のサステナビリティを示すべきか、企業ドック（経営診断）か等、その性格が必ずしも明確でない。
4 当格付は、評価・序列・公表等を実施し、文字通り「格付（orランキング）」らしくしてはどうか。
２．講演

　　　討論に先立って、村上亘氏と鈴木道彦氏によるプレゼンテーションが行われ、これまでの学会の経緯や今後の在り方が示された。

　以下に、（1）これまでの経過、（2）格付けの視点、(3)学会としての判断基準、（4）格付対象企業層の拡大、（５）格付評価の課題と評価、の順に要約を記す。

（1）これまでの経過

　格付け開始当初（5年前）は、環境に配慮した経営を企業経営者に求める趣旨でスタートした。そのため、日経新聞の株式欄を参考に、各業種のトップ2社、及び、環境ISO登録企業の中で熱心に環境対応を行っていると推察される企業約100社を選定し、募集を行った。

　当時は、欧州SRI調査機関から日本の企業に調査書が舞い込んでいたが、多くの環境担当部門ではSRI調査の意図や判断基準を理解できず、回答書を返送できない状態であった。そのため、欧州SRI調査機関から環境経営学会にSRI調査書の回収支援の依頼が来ることもあった。格付開始当初、環境経営格付けの手引書には国内最先端の知識が盛り込まれており、国内企業の環境担当部門に欧州の社会事情や環境取り組みの動向およびSRI調査書の質問の背景等を伝える啓発的なものとして高く評価された。その結果、第1回目の格付けには84社の参加があった。

　その後、GRIや環境報告書ガイドライン等が広く普及するに伴い、当該手引書の先進性が失われてきた。昨年11月に発行されたGRI第3版（もしくは本年度に改定される環境報告書ガイドライン）と比較すると、当該手引書は全体としてサステナブル社会と企業経営の姿に関する具体性が乏しい印象を受ける
。

　当学会の目的は、サステナブル経営格付けをすることではなく、社会や企業がサステナブルな方向に向かうために貢献することが目的であり、格付けはその手段である。したがって、サステナブル経営格付けが隆々として発展することは望ましいことではあるが、そのことだけで当学会の目的が達成されると言うことにはならないことに注意する必要がある。

（2）格付けの視点

　当学会が目指す格付けの方向性を検討するについて、二つの視点から考える必要がある。

　一つは、持続可能な社会と期待される企業行動について、先進性のあるビジョンを学会が描き、社会と企業に指し示すことである。先進性あるビジョンを描くことについては、学会には資金・情報・人材の各分野に於いて資源の制約があり、継続して先進企業に対して新しいビジョンを提供し続けることは容易ではないと考えられる。

　　　格付けの二つ目の視点は、持続可能な社会に関する情報を社会と企業に伝え、社会と企業とのコミュニケーションを通じて企業の行動を持続可能な方向に導くことである。ここにおける学会の役割は、企業に自主判断の手段を提供し、その判断の妥当性を第三者として厳正に確認し、社会に情報提供することと考えることができる。

(3)　学会としての判断基準

　現在の様に手の内を全てオープンにした上で評価を行おうとすれば、企業にとって怖さがない。自社に都合の良い資料を集めて格付評価委員を企業が説得しようと試みる場合、格付評価委員は厳正な判断が難しくなる。この様なケースでは、格付評価委員は自身の哲学や人生観で結論を導くことになり、客観性と比較容易性は低くなる。

　客観的な判断を行うためには、学会が市民の立場に立ち、企業と対立軸を持ち、学会としてのあるべき姿を描くこと（＝学会としての価値基準を持つこと）が不可欠となる。それがあって初めて学会（もしくは格付評価委員）は企業と対等の立場に立つことができ、効果的な議論を戦わすことができる。

　現状では、持続可能な社会の姿を描くことは非常に難しいが、持続可能な社会に向かうプロセスを想定し持続可能な社会を構成する要素を取り上げて全体観の中で順位付けをする等の手法で、一定の判断基準を固めることができるのではないか。

（4）格付対象企業の拡大

　従来は、環境負荷が高い製造業中心にコンタクトしてきたが、先進企業の多くは当学会の格付対象としては卒業生になってきた。このこと自体は学会の社会貢献の成果と評価することが出来る。これまでの経験とノウハウを踏まえ、未だコンタクトしていない企業層にアプローチすることが期待される。例えば、組み立て企業の部品サプライヤー、サービス業・小売業等の非製造業、東アジアの企業、地方自治体等を格付対象としていくことも考えられる。しかし、大手企業のリスク管理のお手伝いを当学会が手がけるべきかどうかについては、様々な意見があり、今後更に議論を重ねていくこととする。

（５）格付評価の課題と評価

　格付参加企業は、社内コンセンサス構築、調査時間の確保、連結企業情報収集、ヒアリング準備、トップインタビューの設定などの労力を必要とする。その一方で、厳しい評価やアドバイスが「気づきによる改革」、「新理論の先取り」に繋がるし、もう一方で高い評価を受けることによる宣伝・ブランド効果も期待される。

　学会の方向性としては、高いポテンシャルを維持し、①議論の活発化、②書物、シンポジウム、マスコミ等を通じた理論の公表、③他の格付け機関やコンサルタントより高い理論構築、④評価の公平性の確保などがあげられる。

　企業参加者への特典の付与としては、これまでも行っている①説明会・研修会を通じての研究議論への参加に加えて、②認定制度の採用：これは学会のロゴ・マークを制定し、参加者（被評価者）にのみ使用を認め、ステークホルダーに対して一目でわかるようにすること、③評価委員の認定制度：例えば21の評価側面毎の部会を作り、評価委員は必ずどこかの部会に所属しなければならないこと、④マスコミへのPR、などを提案したい。

３．討論

　以上の講演を基にして、活発な議論が行われた。

（１）学会員（研究者）への特典

　上記の参加企業への特典の付与に加えて、学会員（研究者）へも特典を付与すべきだという意見があった。つまり、学会員は社会的な正義だけではなく、研究者としてもっと学べる場が必要である。最低限の取り組みとして学会誌の充実と年会やシンポジウムなどによる発表と学習の機会を設けることが必要である。過去の取り組みについては調査結果・企業からのクレームなどが分析・収斂される機会があまりないために、研究や改善活動に適切にフィードバックされていないという不満もあった。こうした原因としては、これまでは時間的な制約もあり、格付の実施作業の運営で手一杯であったことが説明された。

（２）衆知を結集する方策

　それぞれのテーマごとにワーキンググループを作り、広く参加を求め、双方向での議論を進めていく案も示された。しかし、運営上の問題もありどのように行っていくか課題も多い。

　いずれにしても、現状では、ボランティア、マンパワーという限界があり、その点を補うような企業・研究員に対する誘因が必要である。

（３）網羅性の弱点について

　当学会では評価側面を21に限定しており、網羅性という点では少ないのではないかという指摘もあった。さらに、ある設問が蛸足的に他の側面に分散されており、関連表がないとわかりにくいのではないか。水、オゾン層、NOx・SOxの項目に関して不十分ではないかとの意見もある。

（４）比較容易性について

　格付指標が定性的すぎること、あるべき姿・到達点が描ききれていないこと等により、企業サイド及び評価員の恣意性が入り込む余地が大きい。その結果、比較可能性が低下している。

（５）企業経営者の善意に頼り過ぎない方策

　　　現在の格付姿勢は、企業経営者の善意に迫り、企業業績を落としても環境関連支出を増やして貰おうとしている様に感じるが、それだけで十分だろうか、との疑問が提起された。ＣＯ2排出削減のインセンティブが働くような社会・経済制度の構築も必要である
。

（６）格付手法の変更

　　　格付評価の基となるエビデンス確認について、現在は対象企業を訪問して確認しているが、マンパワー上の問題もあり、環境報告書などの公表データを基に書面ベースで分析を行い、ノウハウは外部に非公開にする方法も考えられる。但し、この方法は格付審査料金を戴けない可能性が高く、環境経営学会の運営に支障がでないか、検討を要する。

（７）格付対象企業数について（幼稚園から大学まで）

　今回の格付申し込み・参加企業は10社であった。参加企業が少なくても、気にするべきではないという意見もあったが、第二次募集を行うとなった事実も含め、もう一度原点に戻って、学会の意義について議論する必要がある。

　格付の性格を企業ドックとするならば対象企業数が少なくなっても継続すべきであるが、一方、格付対象企業や国内の企業経営の実態分析を目的にするならば、統計的手法を用いることからも参加企業数の減少は問題となろう。

　これまで参加していた企業が参加を取り止めることを、目的を達成しての卒業として前向きに捉える向きもある。しかし、たとえそうだとしても、学会としては、こうした「卒業生」に対して更に高いレベルで対応することが求められるのではないだろうか。
　これを教育に譬えるならば、次のようになる。すなわち、幼稚園から大学に至るまでには、当然その段階に応じた異なるレベルのカリキュラムが用意される。現行の格付けを卒業した企業が持続可能な社会にフィットした活動をしているかと言えば、必ずしもそうではないであろう。だとすれば、卒園した企業は次の学びの階梯として、小学校で学ばなければならないのではないか。

　GRIや環境報告書のガイドラインが大幅に改正され、新しくISOの社会的責任の規格が策定されるなど、社会も地球システムも変化している。何より気候変動の問題を始め地球環境の危機が現実味を帯びてきている中で、継続的な改善や高いレベルでの予防的な取り組みが求められる。相対的に優秀な企業と雖も、絶対的な意味合いではまだまだであるのだから、学会の格付けが卒園資格の認定にとどまっていてはならないのではないか。高度に分業した現代社会では、それぞれの企業が果たすべき専門性に応じた格付け、いわば大学や大学院での専門教育に匹敵する格付けも、高いポテンシャルを持つ筈の学会としては用意する必要があろうという意見があった。

（８）格付参加企業に継続受審を義務付ける

　また、格付け参加の枠組みとして、一度格付けに参加した企業は一定期間（ex　5年）継続して格付けを受けなければならないようにするという提案もなされた。こうすれば、企業には継続して改善するというインセンティブが働く。一度、格付けを受けてみて、評価が悪かった企業は、それ以降は参加しなくなるといったことも防止できる。また、格付けを行う委員としても、初年度以降は参加企業の受け入れ準備が整っており、効率的に作業を進めることができると考えられる。さらに、格付けを利用するステークホルダーにしても、企業の経年比較において情報の比較可能性が担保され有用である。学会の研究者にとっても、長期的に企業動向を観察することができ、研究活動にとっても有用である。物事を継続して行うことは重要であり、学会での研究と企業活動の双方向で影響を与えながら信頼関係を築きあげることが重要であると考えられる。

　このように、様々な課題がある中で、学会としての実績を積み上げて、社会一般に認知され、社会的な価値を生み出していき、その存在意義を示していかなければならない。

概略、以上のような議論の後、研究会を終了した。

――付録――

参考資料1

GRIの概要
1997年にアメリカのCERESと国連環境計画（UNEP）の協力でGRIプロジェクトが開始された。CERESとは、バルディーズ号がアラスカ沖で座礁事故を起こし、重大な環境影響を与えたことに対する教訓からアメリカのファンドマネージャーたちが集まって作ったNGOである。2000年にGRIガイドライン第１版を発行し、その後2002年の改定を経て、2006年10月にGRIガイドライン第３版が発行された。

　「一般に広く認められた持続可能性原則」を策定するという長期的な目標を掲げ、報告書の内容の質ならびに信頼性・比較可能性向上のため、世界で統一したガイドラインを作成し、報告書を読み手である利害関係者にとって意味のあるものにすることを目的としている。GRIガイドライン採用組織の多い国は、日本、イギリス、アメリカの順であり、これらの上位３カ国で全体の約4割を占める。2004年12月の段階では、50ヶ国623の組織でこの報告書が採用されている。一般的には、環境報告書・CSR報告書の中でGRIガイドライン対照表により対応するように表示されている。

なお、パフォーマンス指標には中核指標と追加指標がある。中核指標とは組織を問わず適用できるもので幅広いステークホルダーに有益であるものである。追加指標は、先進的な経済・環境・社会的側面の測定指標で、現在、少数の報告組織で使われているもの、特定の報告組織の重要なステークホルダーにとって有益なもの、将来的に中核指標に値すると考えられ試行する価値があるもの、とされている。
	環境指標

	側面　原材料

	中核　EN1．使用原材料の重量または量。

	中核　EN2．リサイクル由来の使用原材料割合。

	側面　エネルギー

	中核　EN3．一次エネルギー源ごとの直接的エネルギー消費量。

	中核　EN4．一次エネルギー源ごとの間接的エネルギー消費量。

	追加　EN5．省エネルギーおよび効率改善によって節約されたエネルギー量。

	追加　EN6．エネルギー効率の高いあるいは再生可能エネルギーに基づく製品およびサービスを提供するための率先取り組みおよび、これらの率先取り組みの成果としてのエネルギー必要量の削減量。

	追加　EN7．間接的エネルギー消費量削減のための率先取り組みと達成された削減量。

	側面　水

	中核　EN8．水源からの総取水量。

	追加　EN9．取水によって著しい影響を受ける水源。

	追加　EN10．水のリサイクルおよび再利用が総使用推量に占める割合。

	側面　生物多様性

	中核　EN11．保護地域内あるいはそれに隣接した場所および保護地域外で生物多様性の価値が高い地域に、所有、賃借、または管理している土地の所在地および面積。

	中核　EN12．保護地域および保護地域外で生物多様性の価値が高い地域での生物多様性に対する活動、製品およびサービスの著しい影響の説明。

	追加　EN13．保護または復元されている生息地。

	追加　EN14．生物多様性への影響をマネジメントするための戦略、現在の措置および今後の計画。

	追加　EN15．事業によって影響を受ける地区内の生息地域に生息するIUCN（国際自然保護連合）のレッドリスト種（絶滅危惧種）および国の絶滅危惧種リストの数。絶滅危険性のレベルごとに分類する。

	側面　排出物、廃水および廃棄物

	中核　EN16．重量で表記する、直接および間接的な温室効果ガスの総排出量。

	中核　EN17．重量で表記する、その他の関連ある間接的な温室効果ガス排出量。

	中核　EN18．温室効果ガス排出量削減のための率先的取り組みと達成された削減量。

	中核　EN19．重量で表記する、オゾン層破壊物質の排出量。

	中核　EN20．種類別および重量で表記するNOx、SOxおよびその他の著しい影響を及ぼす排気物質。

	中核　EN21．水質および放出先ごとの総排水量。

	中核　EN22．種類および廃棄方法ごとの廃棄物の総重量。

	中核　EN23．著しい影響を及ぼす漏出の総件数および漏出量。

	追加　EN24．バーゼル条約付属文書Ⅰ、Ⅱ、ⅢおよびⅣの下で有害とされる廃棄物の輸送、輸入、輸出あるいは処理の重量および国際輸送された廃棄物の割合。

	追加　EN25． 報告組織の排水および流出液により著しい影響を受ける水界の場所およびそれに関連する生息地の規模、保護状況および生物多様性の価値を特定する。

	側面　製品およびサービス

	追加　EN26．製品およびサービスの環境影響を緩和する率先取り組みと、影響削減の程度。

	追加　EN27．カテゴリー別の、再生利用される販売製品およびその梱包材の割合。

	側面　遵守

	中核　EN28．環境規制への違反に対する相当な罰金の金額および罰金以外の制裁措置の件数。

	側面　輸送

	追加　EN29．組織の業務に使用される製品、その他物品および原材料の輸送および従業員の移動からもたらされる著しい環境影響。

	側面　総合

	追加　EN30．種類別の環境保護目的の総支出および投資。


　　表　環境パフォーマンス指標（出所　GRIガイドライン編集）

参考資料２

　英国の大手スーパー、テスコは18日、販売する商品7万点すべてに二酸化炭素（CO2）の排出量をラベル表示する計画を明らかにした。テスコによると、CO2表示は小売業界で世界初の試み。

　生産から包装、輸送を経て、店頭に並ぶまでのCO2排出量を、栄養成分などと同様に表示する。測定方法は、英オックスフォード大学などと共同研究・開発する。テスコのリーヒー最高経営責任者（CEO）は講演で「顧客は、栄養価や価格を比較するように、CO2排出量も比べられるようになる」と強調した。

　同社は今後5年で5億ポンド（約1200億円）を投資することも明らかにした。風力発電への投資など幅広いエネルギー効率向上策を展開する。新たに出店する店舗は従来店舗に比べ排出量5割減とし、6割減を目指す「環境保護店」も計画している。

　英小売業界では、大手チェーンのマークス・アンド・スペンサーも2億ポンドを投じ、二酸化炭素排出量削減を行うなどクリーン熱が高まっている。

（毎日新聞　2007年1月21日）
＜＜注：上記の毎日新聞報道に対し、「ドイツで約２年前から同様なＣＯ２表示をしている例があり世界初とは言えない」との説もあるが、未確認。＞＞　　　　　　
� 付録の参考資料１を参照


� 付録の参考資料2を参照





